




















































































































































にかかわってくることを示唆し、第 1 部と第 2 部の議論の架橋を試みている。 
  


































































(oral hearing)が執り行われる。その期間は通常の事件では半日か 1 日、複雑な事件でも 2






年、複雑な事件でも 1 年以内に終結し、正式な決定が下される。 
 


















第 5 章では、日本の平成 17 年改正前の手続、平成 17 年改正後の現行手続、平成 23 年改






































































提言する(第 1 章)。第 2 章、第 3 章では、さらに、村木事件を題材として、供述調書を証
拠の中心に備えそれを精密司法称する刑事司法は、実は、自白中心の前近代的司法であり、
ときにラフ・ジャスティスと揶揄される欧米の刑事事実認定のあり方が、黙秘権・自己負
罪拒否特権を人権として保障する憲法の規範に整合する事実認定であることを検証し、日
本においても客観証拠を中心としたそのような事実認定に移行するべきであることを提言
している。そのために客観証拠の正しい評価と司法取引の導入が不可欠であることを明ら
かにするものである。障害者郵便を不正に利用したいわゆる村木事件で、供述調書に依拠
する立証手法が激しい批判にさらされている今日、このような変革は、喫緊の課題であ
ると思われ、かかる問題意識に従い、経済犯罪における証拠収集・立証手法・サンクショ
ンのあり方の改革の方向性を示すことを意図するものである。 
 
第 1 章は、経済事件におけるサンクションのあり方を検討する。経済事件では、刑事
手続だけではなく、行政手続によるサンクションも選択肢であるが、日本の刑事事件と
行政事件のサンクションのあり方について、裁量的課徴金は裁判所でないと課すことが
できないとのドグマの存在から、行政手続により裁量的課徴金が課すことができないた
めに、行政法規の違反に対するサンクションが刑事罰中心となっており、その結果、執
行の面で、実効的な規制の障害となっている。そのような制度設計が比較法的にも異例
であることを検証し、行政罰と刑事罰の棲み分けを含め、あるべきサンクションの体系
を示唆する。 
 
第 2 章では、自白調書に依存する現行の刑事事件実務は、少なくとも(あるいは、｢ま
ず｣)経済犯罪において脱却されるべきであり、欧米の実務と日本の実務を比較し、客観
証拠と司法取引と言われる訴追免除合意を中核とした欧米の証拠収集実務の現状を紹
介し、訴追免除や司法取引を活用することのできない実務運用では、黙秘権・自己負罪拒
否特権を人権として強力に保護する近代刑事司法は機能しえないこと、その関係でロッ
キード事件最判をいかに位置づけるかを検証する。 
このテーマにつては、供述調書に依存する刑事司法実務の問題性と司法取引の導入の
必要性を比較法と実務を総合的に検討した卓越した先行研究 (以下｢宇川論文｣という)
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があり、第 2 章は、この論文に多くの示唆を得ている。問題は、宇川論文が発表されて
から 15 年もの月日が流れているにもかかわらず、供述調書に依存する刑事司法実務か
ら脱却が全く進んでいないことである。 
村木事件のような経済事件―障害者郵便の不正利用は、経済活動にかかわる詐欺
(fraud)であることに本質があるーでは、IQ も高いエリートが被疑者であるときは、従
来の供述調書依存の実務では、立証が失敗するリスクがはるかに高まる一方、経済犯罪
では、犯罪に関与したもの、犯罪事実の周辺にある事実を知るものが複数いるので、司
法取引のような実務を導入することにより、より説得的な立証活動をおこなうことがで
きる。実際、刑法犯の実務を経済事件にそのまま持ち込もうとしたことが、本件の検察
の失敗の本質であり、経済事件についての実務を現代化する必要は差し迫った問題であ
る。本章は、経済事件を念頭に刑事実務の問題点を指摘し、自白調書に依存することな
く「巨悪」に迫ることのできるような実務の改革の方向性を明らかにする。 
 
第 3 章では、如何に客観証拠を活用するかについての示唆を行っている。ここでは、
日本の「合理的疑いを入れない水準」の立証とは何かについて、欧米より理論的に高す
ぎるハードルが課されているのではないかという問題を検討したうえ、独禁法事件・金
商法事件の行政事件をケーススタディの題材として、刑事事件において、どのような証
拠をどのように活用すべきか、事例に即して実務の最前線にいる実務家にとって活用可
能な立証手法を提示する。なお、行政事件を取り上げるのは、現状では、刑事事件は、
完全な自白調書がある事例に限られるので、ケーススタディの題材として適切なもので
はないからであり、刑事事件の立証水準を、行政事件の立証水準まで下げるとか、逆に、
行政事件の立証水準を刑事事件の立証水準に近づけることを意図するものではない。 
 
 
